
計算書類に対する注記（法人全体） 

 
１ 継続事業の前提に関する注記 

該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却評価方法、引当金の計上基準等

計算書類の作成に関する重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

該当なし 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産は、先入先出法に基づく原価法によっています。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

イ 建物、構築物、建物付属設備、車輛運搬具、器具及び備品 

・平成１９年３月３１日以前取得分：旧定額法 

・平成１９年４月１日以降取得分：新定額法  

 

  ロ ソフトウエア、権利（水道施設利用権） 

・残存価額を０円とする定額法によっています。 

 

ハ リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とするリース期間定額法によっ

ています。 

 

（４）引当金の計上基準 

イ 賞与引当金 

職員に支給する賞与のうち、6 月支給分賞与見込み額に、4 カ月/6 カ月を乗

じて得た額を賞与引当金に計上しています。 

 

ロ 退職給付引当金 

職員に対して将来支給する退職金のうち、法人の負担する宮城県民間社会福

祉振興会退職共済制度及び全国社会福祉団体職員退職手当積立基金共済制度

掛金相当額を退職給付引当金に計上しています。 

 

ハ 徴収不能引当金 

金銭債権のうち徴収不能のおそれがあるものについては当該徴収不能の見

込み額を徴収不能引当金（当該債権より直接控除）として計上しています。 

 

（５）消費税等の会計処理 

免税事業者となっています。 

 

３ 重要な会計方針の変更 

棚卸資産の評価基準及び評価方法を、総平均法に基づく原価法から先入先出法に

基づく原価法に変更しています。評価基準及び評価方法の変更に伴う棚卸資産の差

額は仕入れ単価が同額により生じておりません。   

        



             商品     原材料 

旧評価法 総平均法   227,190円   90,738円 

新評価法 先入先出法  227,190円   90,738円 

 

 差額            0円      0円 

 

４ 法人で採用する退職給付制度 

宮城県民間社会福祉施設振興会、全国社会福祉協議会及び特定退職共済制度に加

入しています。 

 

５ 本法人が作成する計算書類と事業区分、拠点区分及びサービス区分 

本法人が作成する計算書類は、以下のとおりです。 

（１）法人全体の計算書類 

ア 法人単位貸借対照表 

イ 法人単位資金収支計算書 

ウ 法人単位事業活動計算書 

 

（２）事業区分別内訳表 

ア 貸借対照表内訳表 

イ 資金収支内訳表 

ウ 事業活動内訳表 

 

（３）拠点区分別内訳表 

ア 事業区分貸借対照表内訳表 

イ 事業区分資金収支内訳表 

ウ 事業区分事業活動内訳表 

 

（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

事 業 区 分 拠 点 区 分 サ ー ビ ス 区 分 

Ⅰ社会福祉事業 １自主運営事業 (１) 法人運営事業 

    (２) 調査研究事業 

    (３) 広報事業 

    (４) 社会福祉大会・表彰関連事業 

    (５) 生活相談事業 

    (６) ボランティアセンター事業 

    (７) ボランティア保険料補助事業 

    (８) 地区社協活動支援事業 

    (９) ネットワーク活動事業 

    (10）児童福祉活動推進事業 

    (11) 障害者福祉活動事業 

    (12) 安否確認訪問サービス事業 

    (13) 介護機器貸出事業 

    (14) 移送サービス事業 

    (15) 屋内ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場管理運営事業 

    (16) 善意銀行 

    (17) 生活安定資金貸付事業 

    (18）ふれあいのまちづくり事業 

  ２基金事業 (１) 運用基金事業 

    (２) 福祉振興基金事業 



事 業 区 分 拠 点 区 分 サ ー ビ ス 区 分 

    (３) 東日本大震災復興支援寄附基金事業 

    (４）施設整備基金事業 

  ３受託事業 (１) 生活支援型給食ｻｰﾋﾞｽ事業 

    (２) 福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業 

    (３) 生活福祉資金貸付事務事業 

    (４) サポートセンター運営事業 

    (５) 絆再生事業運営業務 

    (６) 在宅介護者リフレッシュ事業 

    (７) 福寿荘老人福祉センター 

    (８) 本吉老人福祉センター 

    (９) 外出支援サービス事業 

    (10) 学童保育受託事業 

    (11) 元気老人デイサービス事業 

    (12) 津谷在宅介護支援センター 

    (13) 気仙沼西地区高齢者相談室運営業務 

    (14) 生活支援体制整備事業運営業務 

      

  ４募金配分金事業 (１) 老人福祉活動事業 

    (２) 障害児者福祉活動事業 

    (３) 児童青少年福祉活動事業 

    (４) 福祉育成援助活動事業 

    (５) ボランティア活動育成事業 

    (６) 歳末たすけあい募金配分事業 

      

  ５自立支援事業 (１) 訪問入浴ｻｰﾋﾞｽからくわ（身障） 

    (２) 訪問入浴ｻｰﾋﾞｽもとよし（身障） 

    (３) 訪問介護ｽﾃｰｼｮﾝからくわ（障害・居宅介護） 

    (４) 気仙沼市ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ事業所（障害） 

    (５) ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝもとよし（障害） 

    (６) マザーズホーム・児童発達支援事業 

    (７) マザーズホーム・放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業 

    (８) 共同生活援助事業 

    (９) 松峰園就労移行支援事業 

    (10) 松峰園就労継続支援Ｂ型事業 

    (11) 松峰園相談支援センター 

    (12) みのりの園生活介護事業 

    (13) 訪問介護ｽﾃｰｼｮﾝからくわ（障害・同行援護） 

      

  ６介護保険事業 (１) 燦さん館ケアプランセンター 

    (２) 気仙沼居宅介護支援事業 

    (３) 一景島居宅介護支援事業 

    (４) 津谷居宅介護支援事業所 

    (５) 訪問介護ｽﾃｰｼｮﾝからくわ 

    (６) 気仙沼市ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ事業所 

    (７) ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝもとよし 

    (８) 訪問入浴ｻｰﾋﾞｽからくわ 

    (９) 訪問入浴ｻｰﾋﾞｽもとよし 

    (10) 燦さん館ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 



事 業 区 分 拠 点 区 分 サ ー ビ ス 区 分 

    (11) 福寿荘ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

    (12) やすらぎﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

    (13) 大谷ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

    (14) ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ桑の実 

    (15) もとよし福祉用具貸与事業 

      

Ⅱ公益事業 １受託事業 (１) 北部地域包括支援センター 

    (２) 南部地域包括支援センター 

 

６ 基本財産の増減の内容及び金額 

   基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりです。 

（単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

建物 128,552,828 22,092,823  8,722,907 141,922,744 

建物付属設備 0 2,123,884 11,859 2,112,025 

定期預金 8,000,000 0 0 8,000,000 

合   計 136,552,828 24,216,707 8,734,766 152,034,769 

 

７ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩 

該当なし 

 

８ 担保に供している資産 

該当なし 

 

９ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりです。 

（単位：円） 

種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

（基本財産）       

  建物 170,063,583 28,140,839 141,922,744 

  建物付属設備 2,123,884 11,859 2,112,025 

（その他の固定資産）       

  建物 284,938,010 165,146,794 119,791,216 

  建物附属設備 388,800 149,850 238,950 

  構築物 3,913,050 1,237,591 2,675,459 

  車輛運搬具 86,363,033 80,416,734 5,946,299 

  器具及び備品 45,896,158 38,849,671 7,046,487 

  有形リース資産 13,829,976 8,248,074 5,581,902 

  水道施設利用権 373,600 128,938 244,662 

  ソフトウエア 3,500,100 3,240,900 259,200 

  無形リース資産 6,273,780 6,169,217 104,563 

合   計 617,663,974 331,740,467 285,923,507 



 

１０ 債権の債権金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

債権の債権金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、

以下のとおりです。 

（単位：円） 

種類 債権金額 
徴収不能引当金の

当期末残高 
債権の当期末残高 

事業未収金 96,636,354 0 96,636,354 

立替金 1,888,022 0 1,888,022 

前払金 1,745,276 0 1,745,276 

貸付事業貸付金 628,500 142,000 486,500 

合   計 100,898,152 142,000 100,756,152 

 

１１ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

１２ 関連当事者との取引 

該当なし 

 

１３ 重要な偶発債務      

   該当なし      

      

１４ 重要な後発事象  

該当なし 

 

１５ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資

産の状態を明らかにするために必要な事項 

 

（１） 生活安定資金積立金（純資産）8,175,019 円の対応資産 

・貸付原資 現金預金       7,608,519円 

・徴収不能引当金控除前貸付事業貸付金 

  

628,500円のうちの一部       566,500円 

 

合計              8,175,019 円 

 

（２） 福祉振興基金積立金（純資産）30,999,046 円の対応資産 

・福祉振興基金積立資産     30,937,046円 

徴収不能引当金控除前貸付事業貸付金 

628,500 円のうちの一部（残金）  62,000 円 

 

合計             30,999,046 円       


